別記様式第１号（第４条関係）

特　別　支　援　教　育　就　学　奨　励　費　に　係　る　収　入　額　・　需　要　額　調　書

（整理番号）NO.　　　　

	保護者氏名


	住所

（　　　　　　　　　　　　　）
	児童生徒氏名
	学校名、学年（特別支援学級名）等
	※都道府県の地区別区分
	学校長印

 eq \o\ac(□,印)

	
	
	
	
	（Ⅳ）
	

	
	
	
	
	地域の級地区分（３－１）
	

	世帯の収入状況
	世帯の状況（昨年１２月末日現在）
	需　　要　　額　　等

	
	保護者等氏名
	生年月日

（満年齢）
	性別
	続柄
	職　　　　　業
	教育扶助基準
	生活扶助基準

	
	
	
	
	
	
	※

通学費
	※

学校給食費
	※

基準額
	※

第１類
	期末　※

一時扶助費
	※

第　　２　　類

	所得控除前
	総所得金額
	円

※
	
	年　月　日
（　　才）
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円
	ｆ（基準額）

　　　　　　　　円

ｇ（地区別冬季加算）
　　　　　　　　円

	
	
	
	
	
	
	
	□給与所得有　□公的年金有　※
	
	
	
	
	
	

	
	退職所得金額
	※
	
	年　月　日
（　　才）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	□給与所得有　□公的年金有　※
	
	
	
	
	
	

	
	山林所得金額
	※
	
	年　月　日
（　　才）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	□給与所得有　□公的年金有　※
	
	
	
	
	
	

	
	計
	Ａ

※
	
	年　月　日
（　　才）
	
	
	
	
	
	
	
	
	※

ｈ　住宅扶助基準

　　　　　　　　　円

	
	
	
	
	
	
	
	□給与所得有　□公的年金有　※
	
	
	
	
	
	

	所得控除
	社会保険料
	※
	子等の氏名
	生年月日

（満年齢）
	性別
	続柄
	在学学校名及び学年
（特別支援学級通学の有無）
	
	
	
	
	
	

	
	生命保険料
	※
	
	年　月　日
（　　才）
	
	本人
(児童生徒)
	
	
	
	
	
	
	i　需　要　額　　※

（a～ｈの合計）

　　　　　　　　　円

	
	地震保険料
	※
	
	年　月　日
（　　才）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	ひとり親又は

寡婦控除の額

※保護者等のみ
	※
	
	年　月　日
（　　才）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	Ｂ
　※
	
	年　月　日
（　　才）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	所得額（Ａ－Ｂ）
	Ｃ

※
	
	年　月　日
（　　才）
	
	
	
	
	
	
	
	
	　収入額　　　　※

　需要額

Ｆ

i

	所得月額（Ｃ×１／１２）
	Ｄ

※
	
	年　月　日
（　　才）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	障害者加算控除

（保護基準により算定）
	Ｅ

※
	
	年　月　日
（　　才）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	収入額（Ｄ－Ｅ）
	Ｆ

※
	合　　　　　　　　　　　　　　　　　計
	a※
	ｂ※
	ｃ※
	ｄ※
	e※
	

	特記事項
	支弁区分

□Ⅰ段階（令第２条第１号該当）　□Ⅱ段階（令第２条第２号該当）
□Ⅲ段階（令第２条第３号該当）

	注　１　特記事項の欄は、生活保護等の該当事項を記入すること。

　　２　整理番号は、個人別支給台帳の番号に合わせること。

　　３　令とは、特別支援学校への就学奨励に関する法律施行令（昭和２９年政令第１５７号）をいう。
	　市が、この調書に基づき私及び私の同居人全員の所得状況及び世帯状況について調査することに同意します。

　なお、このことについては、同居人全員の同意を得ています。

年　　月　　日

東広島市長　様

　　　　　　　　　保護者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　


1

